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事業原簿 
作成：2022 年 3 月 

上位施策等

の名称 

エネルギー基本計画 

事業名称 バイオマスエネルギーの地域自立システム化実証事業 PJ コード ： P14024 

推進部 新エネルギー部 

事業概要 バイオマスエネルギーの利用拡大を推進するためには、熱利用等を有効に図り効率

よく運用するとともに、地域の特性を活かした最適なシステム化が必要である。 

このために、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）や補助金などに頼らな

いことを念頭においた、バイオマスエネルギー利用に係る設備機器の技術指針、システ

ムとしての導入要件を策定し、これらにもとづいた地域自立システムの実証を実施す

る。また、事業性評価（ＦＳ）や実証で抽出された技術課題の開発を実施する。 

これにより、健全な事業運営を可能とする地域自立システムを確立し、バイオマスエ

ネルギーの導入促進に資することを目的とする。 

 

 

事業期間・予

算 

事業期間   ：2014 年度～2021 年度 

契約等種別 ：委託（NEDO 負担率 100％）、助成（助成・補助率 2/3） 

勘定区分  ：エネルギー需給勘定 

資料７ 公開 



2 
 

  
  

 

必要性 (1） 政策における「事業」の位置付け 

再生可能エネルギーの導入は、エネルギーセキュリティーの向上及び地球温暖化

の防止の観点から、政府が主導して取り組むべき課題の一つとして位置付けられて

いる。 

第 5 次エネルギー基本計画（2018 年７月 閣議決定）においては、未利用材によ

る木質バイオマスをはじめとしたバイオマス発電は、安定的に発電を行うことが可能

となりうる、地域活性化にも資するエネルギー源であり、第 6 次エネルギー基本計画

（2021 年 10 月 閣議決定）においても同様に位置づけられている。特に木質バイオ

マス発電及び熱利用については、我が国の貴重な森林を整備し、林業を活性化する

役割を担うことに加え、地域分散型、地産地消型のエネルギー源としての役割を果た

すものである。 

 一方、木質や廃棄物などの材料や形態がさまざまであり、コスト等の課題を抱える

ことから、既存の利用形態との競合の調整、原材料の安定供給の確保等を踏まえ、

分散型エネルギーシステムの中の位置づけも勘案しつつ、森林・林業施策などの各

種支援策を総動員して導入の拡大を図っていくことが期待される。 

 

(2） 政策、市場動向等の観点から「事業」の必要性 

実証事業の推進にあたっては、経済産業省のもとに関連するバイオマスの所管省

庁と連携している。 
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(3） ＮＥＤＯが「事業」を実施する必要性 

本事業は日本初の技術を取り扱うなど、高い専門性をもったマネジメント能力が必

要であり、これまでに全国のバイオマスエネルギー事業者に対するヒアリングや技術

開発等を実施してきた NEDO が適切な執行機関と捉えており、NEDO がマネジメント

することで、より適切な要件・指針を策定し、横展開を図ることができるものと考える。 

 

(4） 「事業」の目的 

本事業については、ＦＩＴ制度と歩調を合わせながら、実施していく必要があるた

め、ＦＩＴ制度を含めたエネルギー政策を所管する経済産業省でしか実施することがで

きない強みを生かし、「燃料の安定調達と持続可能性」、「地産地消のマテリアル・エ

ネルギー利用」、「電気と熱を併せたエネルギー利用」、「地域の農林業・畜産業と合

わせた多面的な推進」を図る、FIT 無しで経済的に自立する健全な事業運営を可能と

する地域自立システムの事業モデルの構築を目指す。 

 

 
 

(5） 「事業」の目標 

① アウトプット目標 

 バイオマスエネルギー利用に係る設備機器の技術指針、システムとしての導

入要件を策定する。 

 技術指針・導入要件にもとづき、実証を行い、必要に応じて要素技術開発を実

施し、課題を解決し、システムへ反映する。 

 各事業の最終目標、中間目標については「事業計画」に定める。 

② アウトカム目標 

 ＮＥＤＯでこれまで実施した実証系事業等の成果や、近年のバイオマスエネル

ギー利用設備の導入状況調査の結果から、バイオマスエネルギー利用に係る

設備機器の技術指針とシステムとしての導入要件を整理する。 

 その後、策定した技術指針／導入要件に基づいて実証を実施する。 

 また、システム全体としての効率を向上させることが期待される要素技術の開

発を必要に応じて実施する。 

 さらに実証の成果等を策定した技術指針・導入要件に反映し、公開する。 
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効率性 (1） 「事業」の実施計画 

全国ヒアリング調査の結果から、事業成立のポイントを ４つの工夫で明確化し課

題を整理するとともに、バイオマスエネルギー地域自立システムの「導入要件・技術

指針」を策定した。 

この「導入要件・技術指針」に基づく事業性評価（ＦＳ）及び実証事業の実施、技術

開発課題の解決（要素技術の開発）を図り、その成果を反映し、実用的な「導入要件・

技術指針」を策定する。 

 

 
 

(2） 「事業」の実施体制 

実施体制構築にあたっては、技術面のみならず、多角的な観点から審査できる委

員を選定し、「技術検討委員会」において、プロジェクト推進に係る審議等を実施して

いる。 
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(3） 「事業」の実施方法 

「導入要件・技術指針」策定に向けて、2018 年度からＦＳ事業者にコンサルティング

を行い、不足する知見やデータ等を収集し、より実用的な「導入要件・技術指針」に改

訂する取組みを開始した。 

 

(4） 「事業」によりもたらされる効果 

あるメタン発酵系の実証事業では、現時点で次の効果が確認されている。 

 既に自治体や民間企業から導入検討に関する引き合い多数 

 年間施設来場者数増加に伴う知名度の向上および商談案件の増加 

  別のメタン発酵系の実証事業では、横展開としてマイクログリッドへの組込により地

域の課題解決に貢献が期待される。 

  ・電力安定供給と畜産廃棄物処理解決 

(5） 情勢変化  

① FIT 制度見直し 

2015 年 4 月に未利用木材燃焼発電（2,000kW 未満：40 円/kWh）の追加となり、

FIT 認定事業者の急増で、木質バイオマス原料の調達が困難となる中、厳しい原

料調達状況でも事業可能な実証事業者を選定している。 

② 行政事業レビューへの対応 

2018 年 11 月の「秋のレビュー」の」取り纏めコメントに対して、次の対応を行っ

た。 

 審査項目の追加および重み付けを高くすることで公募審査基準を厳格化 

 モニタリング評価委員会を開催 
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③ 実証事業の公募要件を変更 

2018 年度以降、関係府省庁等との連携も見据えつつ、 実証前の審査を厳格化

し、実証事業終了後に補助金やＦＩＴなしで自立でき、横展開される見込みが高い事

業に絞り込むため、公募要件をステージゲート審査から新規公募（外部有識者によ

る採択審査）へ変更した。 

ＦＩＴ制度に頼らない事業を対象とし、既に公的機関（ＮＥＤＯ、関係府省庁等）の

事業性評価（ＦＳ）を経た案件を優先することとした（2019 年度公募）。 

④ ＦＩＰ制度導入について 

導入要件・技術指針の第 6 版において、2022 年 4 月から導入されるＦＩＰ制度の

影響について解説した。 

有効性 (1） 中間目標の達成状況 

① 2017 年度中間評価への対応 

2017 年度の中間評価では「概ね現行通り実施して良い」となった。なお、主な指摘

事項に対しては、現在対応済みである。 

② 2019 年度中間評価への対応 

主な指摘事項に対して以下の通り対応した。 

 
(2） 最終目標の達成見込み 

 事業全体および事業項目別ともに達成見込み。 

（事業項目別の達成状況） 

① バイオマスエネルギー地域自立システムの導入要件・技術指針 

 導入要件・技術指針は、数回にわたって事業成果を反映させ、最終的には第 6

版まで更新を行い、内容を冊子に纏め関係各所に配布したほか、ＨＰで広く一

般に公開している。 

 バイオマスエネルギー地域自立システムの導入要件・技術指針を利用する事業

者を対象に、構想段階で簡易に事業性および地域経済性を評価できるよう「事

業性・地域経済性分析ツール」を別に作成し、公開した。 
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 ワークショップでＮＥＤＯ事業を紹介するとともに導入要件・技術指針策定の意

義、成果物について広く展開 

 ワークショップ開催において地域経済産業局との連携を強化。 

 
 

② 地域自立システム化実証事業  （1）事業性評価（ＦＳ）  

 原料別、事業モデル別の全ての範囲で事業性評価（ＦＳ）を実施（35 件） 

 
③ 地域自立システム化実証事業  （2）実証事業 

 2018 年度以降、実証前の審査を厳格化した新規公募により新たに 2 件採択 

 実証事業の設計・建設完了し、実証開始：2019 年度までに 7 件実施した。 

 2020 年度に事業が終了する予定であったが、コロナ禍の影響により一部の事

業を 2021 年度まで実施した。 

 結果、運転データを長期間取得することでより多くの知見を得ることができた。 
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④ 地域自立システム化技術開発事業 

 「要素技術開発」のテーマを検討し、新規公募により 1 件採択 

 
 

(3） 社会・経済への波及効果 

① 日本での国際交流 

 2018 年 9 月：IEA Workshop “Future perspectives of bioenergy development 

in Asia” について NEDO は積極的に開催・支援 

 2019 年 3 月：フランス環境・エネルギー管理庁（ADEME）との ADEME-NEDO

合同セミナーの開催・支援 

 2019 年 10 月：ドイツ連邦環境・自然保護・原子炉安全省（BMUB）、ドイツ連邦

経済・エネルギー省（BMWi）と共同で、日独エネルギー・環境フォーラムを開

催・支援 

② Focus NEDO（第 72 号 2019 年 3 月発行） 

「地域と共生し、脱炭素社会を目指す！バイオマスエネルギー」と題した、特集を

掲載、日本語版・英語版の NEDO HP 公開を通じた広報活動支援を行った。 

また、ワークショップ、技術相談時に積極的に配布するなどプレゼンス向上にも

寄与した。 
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③ 他省庁・自治体資料における利用（引用）状況 

様々なバイオマス導入拡大を目的とする指針等に活用されている。 

 
 

④ 新エネ大賞受賞 

 

 

評価の実績・

予定 

中間評価：2017 年度、2019 年度 

事後評価： 2022 年度予定 

  
 
 

  



10 
 

 

１．必要性 

   ・ 補足資料なし  

2. 効率性 

・ 「事業」の実施計画 

事業期間において適切に公募（多数の応募）、優良な案件を採択している。 

 

 

 
 

  

補足資料 

①バイオマスエネルギー導入に係る技術指針・導入要件の策定に関する検討 

②(1)地域自立システム化実証事業／事業性評価(FS) 

②(2)地域自立システム化実証事業／実証事業 

③地域自立システム化技術開発事業 
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３. 有効性 

① バイオマスエネルギー導入に係る技術指針・導入要件の策定に関する検討 

 事業化に必要な４つの視点で、各フェーズで留意点を整理 

 バイオマス事業検討初期の “専門知識のない”事業者/自治体向けに、構想～稼働までの円

滑な意思決定＆アクションをサポートするガイドライン  

Ⅰ～Ⅲ章の 3 部構成で、「構想時」・「計画・FS 調査時」・「基本設計・運用時」の留意点を整理 

 より効果的なガイドライン策定のため、随時改定し公開した。 

 
 

 



12 
 

 
 

 

導入要件・技術指針の最終版の特徴 
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②(1)地域自立システム化実証事業／事業性評価(FS)・実証事業 
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No.バイオマス種 事業年度 事業件名 事業者
（事業場所） バイオマス原料 ｴﾈﾙｷﾞｰ

利用

1 木質系 2015年度 “熊野新道”～新しい木質バイオマスエネルギー
の道（拠点）づくりの事業性評価（ＦＳ）

・熊野原木市場協同組合
・三重くまの森林組合
・野地木材工業株式会社
・辻製油株式会社
・株式会社かきうち農園
・国立大学法人三重大学
（三重県）

【間伐材等由来の木質バイオマス】
　・未利用材、間伐材、C材（チップ化）
【一般木質バイオマス・農産物の収穫に
伴って生じるバイオマス固体燃料】
　・バーク、端材（熱利用）
【一般廃棄物・その他のバイオマス】
　・おが粉、モルダー屑　（ペレット化）

・熱

（燃料化）

2 木質系 2015年度 飲料製造工場及び周辺施設へのバイオマス地
域熱供給事業の事業性評価（FS）

・株式会社サーフビバレッジ
（山梨県）

【間伐材等由来の木質バイオマス】
　・間伐材
【一般木質バイオマス・農産物の収穫に
伴って生じるバイオマス固体燃料】
　・バーク
　・剪定枝

・熱

3 木質系 2015年度
～2016年度

バイオマスエネルギーを活用した農・林・工複合
型モデルの事業性評価（ＦＳ）
→実証事業化

・昭和化学工業株式会社

（岡山県）

【一般木質バイオマス・農産物の収穫に
伴って生じるバイオマス固体燃料】
　・バーク

・熱

4 木質系 2015年度
～2016年度

アクアイグニス多気ORCユニットを活用した木質
バイオマスコジェネレーションシステムの事業性評
価(FS)

・バイオマス熱電併給株式会社
・Ｅ２リバイブ株式会社

（三重県）

【間伐材等由来の木質バイオマス】
　・間伐材
　・林地残材
【一般木質バイオマス・農産物の収穫に
伴って生じるバイオマス固体燃料】
　・製材端材

・熱
・電気

5 メタン発酵系 2015年度

地域における混合系バイオマス等による乾式メ
タン発酵技術を適用したバイオマスエネルギー地
域自立システムの事業性評価（ＦＳ）
→実証事業化

・株式会社富士クリーン
・栗田工業株式会社

（香川県）

【メタン発酵ガス（バイオマス由来）】
　・下水汚泥
　・畜産廃棄物
　・食品工場系残渣物
　・一般廃棄物
　・産業廃棄物

・ガス
・電気

6 メタン発酵系 2015年度
～2016年度

エネルギー作物と家畜糞尿の混合メタン発酵と
バイオマスエネルギーマネージメントが可能にする
循環型農業システム化実証事業の事業性評
価（FS）

・株式会社いわむろバイオソリューション
・株式会社大原鉄工所

（新潟県）

【メタン発酵ガス（バイオマス由来）】
　・乳牛家畜ふん尿
　・エネルギー作物
　・食品残渣
　・飼料残渣
　・農業残渣

・ガス
・電気

7 木質系 2015年度
～2016年度

竹の新素材加工工場に併設したバイオマス熱・
電併給カスケード利用による地域再生自立シ
ステム”ゆめ竹バレー”の事業性評価（ＦＳ）
→実証事業化

・バンブーエナジー株式会社
・中外炉工業株式会社

（熊本県）

【一般木質バイオマス・農産物の収穫に
伴って生じるバイオマス固体燃料】
　・竹、バーク、製材端材

・熱
・電気

8 木質系 2015年度
～2016年度

持続可能な林業に資するバイオマスエネルギー
の地域利活用の事業性評価（ＦＳ）
→実証事業化

・田島山業株式会社

（大分県）

【間伐材等由来の木質バイオマス】
　・林地残材

・燃料化

（熱電）

9 木質系 2015年度
～2016年度

低品位木質系廃棄物を燃料とした蒸気供給
モデルの事業性評価（ＦＳ）
→実証事業化

・株式会社日本リサイクルマネジメント

（岡山県）

【建設資材廃棄物】
　・建築廃材
【一般木質バイオマス・農産物の収穫に
伴って生じるバイオマス固体燃料】
　・剪定枝

・熱

10 木質系 2015年度
～2016年度

原木をそのまま燃料とする丸太ボイラーによる熱
供給事業の事業性評価（ＦＳ）

・智頭石油株式会社
・国立大学法人鳥取大学

（鳥取県）

【間伐材等由来の木質バイオマス】
　・間伐材

・熱
・電気

11 メタン発酵系 2015年度
～2016年度

ＪＡがのぞむ地域バイオマス資源有効利用拠
点構築と地域活性化の事業性評価(ＦＳ)

→ＮＥＤＯ事業以外で実証化

・株式会社小桝屋
・ゆうき青森農業組合
・東洋紡エンジニアリング株式会社

（青森県）

【メタン発酵ガス（バイオマス由来）】
　・ながいも残渣
　・集荷・加工場野菜くず
　・家畜糞尿
　・小売店、家庭の生ごみ

・熱
・電気

地域自立システム化実証事業／事業性評価（ＦＳ）：35件実施

FS①
6件

FS②
5件
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No.バイオマス種 事業年度 事業件名 事業者
（事業場所） バイオマス原料 ｴﾈﾙｷﾞｰ

利用

12 木質系 2016年度 竹改質による燃料化の事業性評価（ＦＳ）
・株式会社日立製作所

（福岡県）

【一般廃棄物・その他のバイオマス】
　・竹

・燃料化

（熱電）

13 木質系 2016年度
山林循環再生をめざすバイオマスエネルギー活
用地域自立システム化実証事業の事業性評
価（ＦＳ）

・山陽チップ工業株式会社
・株式会社ＥＥＣＬ

（山口県）

【一般廃棄物・その他のバイオマス】
　・開発支障木

・燃料化

（熱電）

14 木質系 2016年度
中山間・内陸に適した木質バイオマスエネル
ギー需給複合型システムの事業性評価（Ｆ
Ｓ）

・長野森林組合

（長野県）

【間伐材等由来の木質バイオマス】
　・間伐材
　・枝葉（広葉樹）
【一般木質バイオマス・農産物の収穫に
伴って生じるバイオマス固体燃料】
　・剪定枝
　・籾殻
【一般廃棄物・その他のバイオマス】
　・キノコ使用済培地

・熱
・燃料化

15 木質系 2016年度
里山エコリゾートのためのスローテクノロジー統合
型の地域木質熱利用システムの事業性評価
（ＦＳ）

・株式会社東急リゾートサービス
・学校法人東海大学

（長野県）

【間伐材等由来の木質バイオマス】
　・間伐材 ・熱

16 メタン発酵系 2016 年度
都市と農業地域を繋ぐ循環型バリューチェーン
構築を目的とした実証開発の事業性評価
（ＦＳ）

・株式会社竹中工務店

（千葉県）

【メタン発酵ガス（バイオマス由来）】
　・生ごみ

・熱
・電気

17 メタン発酵系 2016年度

家畜ふん尿由来のバイオガスエネルギーを利用
した酪農地域自立システムの事業性評価（Ｆ
Ｓ）
→平成30年度　実証採択案件

・阿寒農業協同組合
・北海道エア・ウォーター株式会社

（北海道）

【メタン発酵ガス（バイオマス由来）】
　・家畜ふん尿
　・工場汚泥

・熱
・電気

18 メタン発酵系 2017年度
食品加工残さ等と家畜ふん尿の混合メタン発
酵処理による大規模植物工場への熱供給シス
テムの事業性評価（ＦＳ）

・北海道エア・ウォーター株式会社

（北海道）

【メタン発酵ガス（バイオマス由来）】
　・食品加工工場：加工残さ、汚泥
　・植物工場：トマト栽培残さ
　・酪農家：半固形状ふん

・熱
・電気

19 メタン発酵系 2017年度 小型分散による鶏糞メタンガス発電システム導
入と熱利用の事業性評価（FS）

・三昌物産株式会社
・三菱UFJリサーチ
　＆コンサルティング株式会社

（三重県）

【メタン発酵ガス（バイオマス由来）】
　・鶏糞

・熱
・電気

20 木質系 2018年度

廃棄バイオマスを利用したクリーニング工場への
蒸気供給事業の事業性評価（ＦＳ）
→令和元年度　実証採択案件（助成事業の
委託先）

智頭石油株式会社

（鳥取県）

【一般木質バイオマス・農産物の収穫に
伴って生じるバイオマス固体燃料】
　・バーク
　・果樹剪定枝
【一般廃棄物・その他のバイオマス】
　・廃菌床
【間伐材等由来の木質バイオマス】
　・原木チップ
【建設資材廃棄物】
　・建廃チップ

・熱

21 木質系 2018年度 地域材を利用した木質バイオマス熱供給事業
の事業性評価（ＦＳ）

坂井森林組合

（福井県）

【間伐材等由来の木質バイオマス】
　・広葉樹 ・熱

22 メタン発酵系 2018年度

鶏糞メタンガス発電システムを用いた熱・温水・
発電へのエネルギー変換利用及び鶏糞残余を
活用した副産物の高付加価値肥料化に係る
事業性評価（FS）

株式会社インターファーム

（東京都）

【メタン発酵ガス（バイオマス由来）】
・鶏糞

・熱
・電気

地域自立システム化実証事業／事業性評価（ＦＳ）：35件実施

FS⑤
3件

FS④
2件

FS③
6件
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No.バイオマス種 事業年度 事業件名 事業者
（事業場所） バイオマス原料 ｴﾈﾙｷﾞｰ

利用

23 木質系 2018年度
～2019年度

栃木県におけるエリアンサスを含めたバイオマス
資源を利活用した公共施設への地域自立シス
テム化の事業性評価（ＦＳ）

・高砂熱学工業株式会社
・一般社団法人日本有機資源協会

（栃木県）

【一般木質バイオマス・農産物の収穫に
伴って生じるバイオマス固体燃料】
　・エリアンサス
　・ジャイアントミスカンサス

・熱
・電気

24 木質系 2018年度
～2019年度

産業拠点において低質バイオマスを段階的利
用する熱電自給・小規模熱利用システムの事
業性評価（FS）

山室木材工業

（滋賀県）

【建設資材廃棄物】
　・事業系廃棄物（木質）
　・建築廃材
【間伐材等由来の木質バイオマス】
　・林地残材

・熱
・電気

25 木質系 2018年度 性状の異なる原料を用いたバイオマスガス化熱
電併給事業の事業性評価（ＦＳ）

・株式会社日本総合研究所

（東京都）

【間伐材等由来の木質バイオマス】
　・間伐材
【一般木質バイオマス・農産物の収穫に
伴って生じるバイオマス固体燃料】
　・剪定枝
　・もみ殻
【メタン発酵ガス（バイオマス由来）】
　・鶏糞

・熱
・電気

26 木質系 2018年度
～2019年度

早生樹を軸とした農林エネルギー地域循環サス
ティナブル事業の事業性評価（ＦＳ）

・一般財団法人石炭エネルギーセンター
・遠野興産株式会社

（福島県）

【間伐材等由来の木質バイオマス】
　・早生樹

・熱
・電気

27 木質系 2018年度
～2019年度

山村における木質バイオマス地域熱供給モデル
構築事業の事業性評価（ＦＳ）

・一般社団法人日本木質バイオマスエネルギー
協会

（高知県）

【間伐材等由来の木質バイオマス】
　・間伐材（国有林） ・熱

28 木質系 2018年度
～2019年度

大分県臼杵市における木質バイオマスの熱エネ
ルギー有効活用の事業性評価（ＦＳ）

・ワタミファーム＆エナジー株式会社

（大分県）

【間伐材等由来の木質バイオマス】
　・間伐材
【一般廃棄物・その他のバイオマス】
　・支障木等
【建設資材廃棄物】
　・建廃チップ

・熱

（電気）

29 メタン発酵系 2018年度
～2019年度

混合バイオマスによるガレージ式乾式メタン発酵
システムの事業性評価（ＦＳ）

・株式会社サナース
・山興緑化有限会社

【一般廃棄物・その他のバイオマス】
　・木屑
【メタン発酵ガス（バイオマス由来）】
　・牛糞

・熱
・電気

30 混合系 2019年度
～2020年度

グリセリン含有廃液を核とした地域バイオマスエネルギー
循環事業の事業性評価（ＦＳ）

・バイオ燃料技研工業株式会社
・国立大学法人山口大学

　　(広島県)

【一般廃棄物・その他のバイオマス】
　・グリセリン含有廃液

・バイオ重油
・電気
・熱

31 メタン発酵系 2019年度
～2020年度

家畜ふん尿に由来する液化バイオメタンの都市部への
エネルギー供給システムの事業性評価（FS）

・北海道エア・ウォーター株式会社

  (北海道)

【メタン発酵ガス（バイオマス由来）】
　・家畜ふん尿

・熱
・電気

32 木質系 2019年度
～2020年度

使用済菌床等の地域産資源を活用したバイオマス燃
料供給・地産地消モデル事業の事業性評価（Ｆ
Ｓ）

・中部電力株式会社
・株式会社シーエナジー

　　(長野県)

【一般廃棄物・その他のバイオマス】
　・廃菌床
【間伐材等由来の木質バイオマス】
　・間伐材

・熱
・電気

33 メタン発酵系 2019年度
～2020年度

製糖工場汚泥と肉牛ふんを主原料とした乾式メタン
発酵バッチシステムの事業性評価

・株式会社北土開発

　　(北海道)

【一般廃棄物・その他のバイオマス】
　・製糖工場脱水汚泥
　・野菜加工残渣
【メタン発酵ガス（バイオマス由来）】
　・肉牛ふん尿

・熱
・電気

34 メタン発酵系 2019年度
～2020年度

オンサイト型小型メタン発酵システムの普及のために高
温可溶化処理と乳酸発酵の技術を活用したメタン発
酵のガス収量の増加による事業性向上と陸上養殖を
組み合わせた事業性評価（ＦＳ）

・株式会社ヴァイオス
・国立大学法人京都大学

　　(和歌山県)

【メタン発酵ガス（バイオマス由来）】
　・生ごみ
　・濃縮汚泥

・熱
・電気

35 混合系 2019年度
～2020年度

地域バイオマス持ち込みシステムとスマートバイオマス
ネットワーク事業性評価（ＦＳ）

・北広島町
・国立大学法人広島大学

　　(広島県)

【一般廃棄物・その他のバイオマス】
　・廃食油
【間伐材等由来の木質バイオマス】
　・間伐材

・熱
・ディーゼル
　燃料

地域自立システム化実証事業／事業性評価（ＦＳ）：35件実施

FS➆
6件

FS⑥
7件


